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96 － 信販会社による所有権留保に関する最判平 22 年６月４日と最判平 29 年 12 月７日に基づく三者関係の構造に関する考察（田村）
























している。また，先取特権を認めた判決である名古屋高判平成 28 年 11 月 10 日金法
2056 号 62 頁については，拙稿「批判（以下，「名古屋高裁批判」という）」広島法学
41 巻１号 23 頁において検討している。















































































































































することが認められている（民法 500 条，501 条）。そして，購入者の破産手
続開始の時点において販売会社を所有者とする登録がされている自動車につ
（５） 　自動車の本体価格，付属品，諸費用からなる割賦元金は 210 万円であり，割賦手数
料は 43 万 4868 円，購入者が支払ったのは 33 万 4568 円（初回及び 10 か月分）であり，



















ることができる。所論引用の判例（最高裁平成 21 年（受）第 284 号同 22 年















































（６） 　平成 29 年判決は，平成 22 年判決につき「代位によらずに移転を受け」と述べるが
平成 22 年判決に形式的にこれと同じ記述は無い。また，平成 22 年判決について法定
代位の排除と述べるものの中には，山田真紀・判解民事篇平成 23 年度 376 頁が根拠と
して挙げられることもあるが，調査官解説では「この点を重視すれば（387 頁）」と留
保付である点を見過してはならない。






































































































































































































































































































































































116 － 信販会社による所有権留保に関する最判平22年６月４日と最判平 29年 12月７日に基づく三者関係の構造に関する考察（田村）
権を担保する合意が上乗せされた場合に関する事例と解するのが，もっとも
素直かつ理論的に問題が少ない法構造であろう。
　なお，本稿では論じることができなかったが，登録制度の無い一般の動産
については，自動車を目的物とする場合と比べると，次の二点が大きく異な
る。
　第一に，自動車販売では販売会社の債権②が被担保債権であり続ける点を
考慮して担保の準共有と構成する必要があったが，そのような実態が無い場
合は，担保の準共有と構成する必要はない。したがって，三者契約の構成に
ついては，債権②を外して検討することになる。しかし，その反面，債権④
の存在が大きく，いわゆる「拡大された所有権留保」の問題が生じる。端的
には，売買契約の代金を完済しても他の債務が存続する限り売買目的物の所
有権移転が起らない，という合意の扱いであり，売買の双務性を維持すべき
という観点からは否定されるが，売買とは切り離された担保設定と解すれば
肯定されよう（19）。
　第二に，登録制度の無い動産の場合は，公示及び対抗要件が抽象的な占有
で可能となる。公示が不十分である点は非占有担保一般の問題であるが，債
権譲渡に伴った担保の随伴が認められる以上，同様の場合として買主の情報
提供で補われる点から肯定的に考えることになろう。
（19） 　なお，一般のクレジットカードの場合は，被担保債権も担保目的物も，不特定で将
来発生のものということになる。
